　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　【資料６】

平成２５年１１月７日
子ども部子ども家庭課

東洋大学「地域で暮らす母子家庭の貧困からの自立に向けた生活保護と

子ども・子育て支援の連携に関する研究」との協働について
１．主　　旨
　　世田谷区子ども計画後期計画の進行管理として、平成22年度にひとり親家庭支援策の検討作業部会を設置し、ひとり親家庭の不安軽減、孤立防止を図るため、具体的な支援策を検討するとともに、各種の事業展開を図っているところである。

　　平成25年度においては、これまでの検討を踏まえ、次期子ども計画の策定に向けて、ひとり親家庭のニーズ調査を実施し、次の計画に盛り込む施策の検討を進めることになるが、特に、多様な状況にある母子家庭に対し、経済的な支援にとどまらず、社会的孤立への支援や生活の自立への支援の両方を視野に入れた検討が必要である。

東洋大学が実施する本研究は、地方自治体が実施する母子家庭への支援が、現状では、経済的支援と就労支援を中心とした自立支援にとどまり、母子が抱える健康問題や生活困窮への対応など総合的な支援にまで至っていない状況を踏まえ、新たな自立支援プログラムを開発し、その実践を通じて、母子の自立支援を進めるための総合的な支援のあり方を検討するとともに、支援する側の職員の実践力の向上を図ることを目指している。

区が、本研究と協働して母子家庭の自立支援に向けた取り組みを進めることで、地域で暮らす母子家庭の自立に向けた継続的・総合的・重層的な支援プログラムの開発と効果的かつ具体的な支援策の実施が見込まれることから、平成25年度から29年度にかけて、協働して取り組むこととしたい。

２．協働内容

母子家庭に対する効果的な自立支援プログラムの開発と、支援する側の職員（ケースワーカー）を対象とした研修や事例研究を実施し、母子家庭の抱える問題の理解をさらに深め、より効果的な支援を行うためのスキルの習得と全体のソーシャルワークの向上を図る。さらに、母子家庭の母親と子どもがそれぞれ抱えている課題を自覚し、克服するための力を培う実践と研究を行うこととする。
○主な検討項目

・自立支援プログラムの検討、実践、評価
・ケースワーカー等支援者を対象とした研修の実施と見直し

・学習支援の分析と子どもの自立支援システムの検討
・子ども施策や母子保健施策との連携

・母子にかかわる専門職に対する自己評価　等
３．実施体制
世田谷区子ども計画後期計画の進行管理として設置している、「ひとり親家庭支援策検討作業部会」の下に、「母子家庭自立支援実践プロジェクトチーム」を置き、協働研究の実践チームとしての機能、役割を果たすこととする。（裏面【参考】参照）
「母子家庭自立支援実践プロジェクトチーム」の開催については、年に２回程度、時間は約２時間程度を予定し、事務局は、子ども部子ども家庭課が担う。
自立支援プログラムの実践等は、烏山地域をモデル地域として試行的に実施する。


　【参考】「母子家庭自立支援実践プロジェクトチーム」の位置づけ




　　　　　　　　　進行管理として設置



　　　　　協働研究の実践チームとして設置


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 協働研究

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４．プロジェクトチームメンバー
主に実務担当者を中心に構成する。
　【区側】

総合支所生活支援課の生活保護のケースワーカー及び母子自立支援担当、健康づくり課保健師、公立保育所の保育士、母子生活支援施設の職員、社会福祉協議会の担当職員、その他母子自立支援に関わる職員
　【東洋大学側】

森田明美　福祉社会デザイン研究科・教授

金子光一　福祉社会デザイン研究科・教授　他関係者約６名
５．スケジュール

　　平成25年　11月～　母子家庭自立支援実践プロジェクト開始
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